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要旨
　介護分野における外国人技能実習制度の導入に

伴い、事業協同組合の設立が増加している。技能

実習制度や事業協同組合の目的や役割を踏まえ

て、介護事業協同組合の活用のあり方と可能性に

ついて事例検討を行った。介護事業協同組合の役

割と意義として、経営資源の共有化、非営利団体

としての事業展開、介護事業のグローバル化の活

用可能性について見い出すことができた。

　事業協同組合としての本来の理念や役割に根ざ

して、有効に活用されるよう、様々な実践や形態

の中からその意義や可能性について検討していく

ことが重要である。

はじめに
　少子高齢化の進展と人口減少社会の到来は、地

域の持続可能性を問う一方、様々な産業において

人材確保の課題を突きつけている。そうした中で

ダイバーシティマネジメントやAIといった経営

革新、技術革新などへの対応が事業者には求めら

れつつある。

　とりわけ我が国における介護を取り巻く状況

は、急速な高齢化の進展の中で、介護の長期化や

重度化、介護者の高齢化や介護離職といった家族

介護を取り巻く社会問題が顕在化してきている。

そうした問題への対応として、地域で様々なサー

ビスを一体的に提供する地域包括ケアシステムの

構築が進められており、効率的で拡がりのある介

護福祉サービスが求められていく中で、中小の介

護事業者は大手の企業や法人とどのように渡り

合っていくのか、しのぎを削る時代に突入してい

る。またサービスを支える人材確保についても、

団塊の世代が後期高齢者となる2025年には約38万

人の不足が見込まれており、その対応として女

性、高齢者、障害者の活用とともに外国人労働者

の導入が目指されるようになった。その対応とし

て、EPAや在留資格「介護」の創設とともに、

2017年11月から国は外国人技能実習制度の対象職

種の中に介護職種を追加した。こうした技能実習

生の受け入れ母体として、労働力確保を図る中小

の介護事業者が事業協同組合を設立する動きが急

速に拡大している。

　しかし事業協同組合を活用した外国人技能実習

生の受け入れに際して、他の先行した産業分野か

らは技能実習生の失踪問題、様々な人権の保障、

職場環境の整備といった課題が提示されており、

それらの課題に対して、どのように介護分野にお

ける事業協同組合（以下介護事業協同組合）が対

峙していくのかがこれから問われることになろ

う。その際相互扶助の精神のもと、組合員相互の

経営課題の解決を目指す本来の事業協同組合の役

割や意義に照らして、様々な課題を共有し、連

携・協同を重ねることは、時代や社会の動きに対

応した中小の介護事業者の持続的発展並びに経営

基盤の強化につながるものであると考える。

　本稿は、技能実習制度における介護職種の位置

づけや事業協同組合の目的と役割を踏まえつつ、

介護事業協同組合の活動において先駆的実践を

行っている茨城県福祉介護事業協同組合の活動の

調査報告をもとに、介護事業協同組合の役割と意

義について論及するものである。

１　技能実習制度における介護職種の位置づけ
　外国人技能実習制度の目的は、日本で培われた

技能や技術、知識を開発途上国等への移転を図

り、その開発途上国等の経済発展を担う「人づく

り」に貢献することであり、国際協力を推進する

ものとして1993年に制度化されている。

　外国人技能実習制度は、2017年11月より施行さ

れている「外国人の技能実習の適正な実施及び技

能実習生の保護に関する法律」（以下技能実習法）

に基づいて現在実施されており、その基本理念に
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は技能実習について、「技能等の適切な習得、習

熟又は熟達のために整備され、かつ、技能実習生

が技能実習に専念できるようにその保護を図る体

制が確立された環境でおこなわなければならな

い」ことや、「労働力不足を補うなど、労働力の

需給の調整の手段として行われてはならない」こ

とが明示されている。

　技能実習生の主な要件として、①18歳以上であ

ること、②制度の趣旨を理解して技能実習を行お

うとする者であること、③帰国後、修得等をした

技能等を要する業務に従事することが予定されて

いること、④企業単独型技能実習の場合にあって

は、申請者の外国にある事業所又は申請者の密接

な関係を有する外国の機関の事業所の常勤の職員

であり、かつ、当該事業所から転勤し、又は出向

する者であること、⑤団体監理型技能実習の場合

では、従事しようとする業務と同種の業務に外国

において従事した経験を有すること又は技能実習

に従事することを必要とする特別な事情があるこ

と、⑥団体監理型技能実習の場合にあっては、本

国の公的機関から推薦を受けて技能実習を行おう

とする者であること、⑦同じ技能実習の段階に係

る技能実習を過去に行ったことがないことが求め

られている。

　外国人技能実習制度の展開として、外国人技能

実習生は日本に入国直後の講習期間以外は、企業

等の実習実施者と雇用関係を結び、技能実習計画

に基づいて技能等の修得が目指されている。分野

としては建設業、農業、漁業等が2017年11月に加

わった介護分野より先行して実施されており、現

在日本には2017年６月末時点で約25万人の外国人

技能実習生が在留している状況にある。

　技能実習生を受け入れる枠組みとしては、①日

本の実習実施者が海外の現地法人等の職員を受け

入れて技能実習を行う企業単独型、②商工会、中

小企業団体、職業訓練法人、農業協同組合、漁業

協同組合、公益社団法人、公益財団法人等といっ

た非営利団体が、国が定めた「介護」職種の要件

を満たした上で技能実習生を受け入れ、傘下の企

業である実習実施者に技能実習を行わせる団体監

理型の２つに分けられる。事業協同組合は中小企

業団体に位置付けられるので団体監理型である。

団体監理型の技能実習生の募集を行うのは、日本

の監理団体に申し込みを取り次ぐ送出機関である。

　技能実習生の受け入れ期間については、最長５

年間であり、技能実習１号（１年間）、技能実習

２号（２年間）、技能実習３号（２年間）の３段

階に整理されており、各段階においては技能実習

生、監理団体、実習実施者それぞれに求められる

要件や目標、水準が明示されている。（図１）
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（図１）技能実習制度の仕組み

法務省入国管理局・厚生労働省人材開発統括官（2017）「新たな外国人技能実習制度について」説明資料より抜粋、筆者一部改変
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　技能実習生を巡る課題として、失踪者数の増加

が問題となっており、2015年には失踪者が5800人

を超えている。その背景には外国人技能実習生を

紹介するブローカーへの紹介料等の負債の増加、

日本の一部企業による最低賃金以下の雇用形態や

劣悪な職場環境など、生活や金銭に追い詰められ

ての失踪といった構造的要因があるとされてお

り、技能実習法の適正な実施と外国人技能実習生

への保護が求められている。また日本の監理団体

が送出機関に対して、監理費に該当しない不当な

キックバックを要求するなどの問題が発生してお

り、監理団体と送出機関との関係性のあり方につ

いて問われている。

　外国人技能実習制度における介護職種の受け入

れにあたっては、①介護が「外国人が担う単純な

仕事」というイメージとならないようにするこ

と、②外国人について、日本人と同様に適切な処

遇を確保し、日本人労働者の処遇・労働環境の改

善の努力が損なわれないようにすること、③介護

のサービスの質を担保するとともに、利用者の不

安を招かないようにすることという３要件に対応

できるよう、国は制度設計を進めるとし、技能実

習生受け入れに伴う介護に対するイメージの変容

や介護サービスの特性に基づく懸念への対応を

図っている。具体的には、技能実習法そのものの

制度の見直しや介護固有の要件等を設定し、技能

実習制度における介護職種の受け入れにあたって

の７つの要件を明示している。（図２）

　外国人技能実習制度における介護職種の位置付

けについて、技能実習生は介護現場の労働力の不

足を補うものではなく、あくまで技能移転が目的

である。受け入れ母体となる監理団体や実習実施

者には、介護職種受け入れにあたっての要件に根

ざした体制整備と適切な運用実施が求められてい

る。

２　事業協同組合の目的と役割
　日本における事業協同組合の歴史は、1949年に

施行された中小企業等協同組合法（以下中協法）

にまで遡る。事業協同組合は、中協法の中の中小

企業等組合の中に位置づけられているが、中小企

業等組合は、中小企業らが互いに協力し、助け合

う精神に基づいて協同で事業を行うことを目的と

して設立された組織である。事業協同組合の他に

は事業協同小組合、信用協同組合、協同組合連合

会、企業組合が位置づけられている。1963年の中

小企業基本法の制定により、中小企業と大企業と

の格差是正を図っていくことが具体的な目標とさ

（図２）技能実習制度における介護職種受け入れの要件

厚生労働省社会援護局（2017）「技能実習「介護」における固有要件について」説明資料より抜粋、筆者一部改変
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れる中、その対応策として中小企業等組合が全国

各地に設立された。そうした中で中小企業等組合

は、相互扶助の理念に基づく協同組織として、共

同経済事業などを通じて中小企業の経営基盤の強

化に大きな役割を果たしてきた。

　しかし高度経済成長が終了し、グローバル化や

情報化の進展などにより、社会や経済が大きく移

りゆく中で、時代の変化に迅速かつ柔軟に対応で

きるよう、新たな技術や製品等を開発し、市場の

活性化を図っていくことが求められるようになっ

た。こうした中で、1999年に中小企業基本法は全

面的に改正され、中小企業施策に関する基本理念

が、大企業との格差是正から多様で活力ある中小

企業の育成・発展へと転換された。それとともに

中小企業等組合についても、中小企業が有する機

動性、柔軟性や創造性などを生かして経営資源の

相互補完を図るための組織として、位置付けられ

るようになった。

　こうした時代と社会の変化の流れの中で、現在

中小企業等組合は減少傾向にあり、2015年12月時

点で37,077組合となっている。その内事業協同組

合の数は、29,154組合となっており、中小企業等

組合全体の中で、78.6%の構成比となっている。

　事業協同組合の基準としては、①相互扶助目

的、②加入・脱退の自由、③議決権、選挙権の平

等、④余剰金配当の基準が示されている。また原

則として①直接奉仕の原則、②政治的中立の原則

の２点を順守することが求められている。

　事業協同組合の目的については、中協法におい

て「組合員の相互扶助の精神に基づき、組合員の

公正な経済活動の機会を確保し、 組合員の経済的

地位の確保を目的とする」となっており、組合に

よる経済利潤の追求よりも、組合員に対する支援

活動が優先される。

　また事業協同組合の役割について、中協法によ

れば、①生産、加工、販売、購買などの組合員の

事業のための共同施設、②組合員に対する福利厚

生施設、③組合員に対する貸付け、組合員のため

の借入、④組合員の技術・知識の教育、情報の提

供に関する施設、⑤組合員のための新技術の研

究、需要の開拓に関する施設、⑥組合員の経済的

地位向上のための協約の締結とその実施内容が定

められている。これら実施内容をすべて網羅しな

ければならないということではないが、事業協同

組合の目的と役割として、相互扶助の精神のも

と、組合員のための共同事業を柱にしていくこと

が求められている。

　技能実習制度への介護職種の追加に伴って、そ

の受け入れ母体として急速に広がっている介護事

業協同組合においても、こうした目的や役割を踏

まえて活動を展開することが求められている。

３　茨城県福祉介護事業協同組合の活動
　事例の選定にあたっては、①外国人技能実習生

の受け入れ以前から事業協同組合の目的や各割に

沿った活動を行っている団体であること、②外国

人技能実習生の受け入れ準備を進めている団体で

あること、③地域貢献や教育活動に取り組んでい

る団体であることの３点から茨城県福祉介護事業

協同組合を取り上げた。その理由として、本学に

おける外国人介護人材の養成の方向性と地域包括

ケアをみすえた新たな地域貢献のあり方を検討す

るにあたり、有用な示唆が得られるものと推測さ

れるためである。

　茨城県福祉介護事業協同組合の活動について

は、理事長へのインタビュー調査の結果やホーム

ページ、事業報告書等の資料を中心にまとめてい

る。

Ⅰ　概要

名称 茨城県福祉介護事業協同組合

所在地 茨城県つくば市

設立 2005年８月

組合員 13社

組合員資格
・介護保険法の規定による指定を受けた事業者であること

・茨城県内に事業所を有すること

業種 介護福祉事業

主な共同事業 共同宣伝事業、教育研修事業、調査研究事業、情報提供事業

組合の主財源 賦課金、補助金、助成金
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Ⅱ　設立の経過と活動
　茨城県福祉介護事業協同組合は茨城県内の中小

の介護サービス事業者13社が結集し、2005年８月

に設立された。設立の発起団体として中心となっ

たのが、株式会社つくばエデュースである。同社

は、小中高生の学習塾や外語学院、通信制高校サ

ポート校の運営などを行っていたが、訪問介護員

養成講座を始め、その修了者の仕事の場を設けよ

うということから介護施設の運営に乗り出した。

介護事業所としては短期入所生活介護事業所あい

リレーつくばと小規模多機能型居宅介護事業所あ

いリレー・ケアホームつくばを運営している。

　設立の経過としては、訪問介護養成講座事業を

通して、茨城県内の各地域の事業所との結びつき

があり、やがて事業協同組合を設立する機運が盛

り上がったという。その背景について、社会福祉

協議会や社会福祉法人といった非営利団体が地域

において、入所型サービスから在宅サービスまで

幅広く展開しており、福祉・介護の株式会社に対

しては営利目的との見方から地域に取り残されて

いく不安を感じていたとのことである。そうした

中で事業協同組合の所管となる中小企業庁や中小

企業団体中央会からは、福祉・介護の株式会社は

「成長産業の健康福祉産業」、「地域での雇用創出」

と応援される中で事業協同組合を設立している。

　事業協同組合の活動として、中小企業施策に位

置付けられた事業協同組合の育成にかかわる様々

な補助金を活用し、介護事業協同組合としての活

動を展開している。全国中小企業団体中央会から

ホームページの制作や介護福祉士養成講座、防災

についての取り組み調査などで補助金を受けたほ

か、県社協と並び立つ中で、茨城県の処遇改善プ

ロセス支援事業の補助金を受けて、組合員であれ

ば無料で学ぶことができる資格取得のスキルアッ

プ研修やキャリアアップ研修を実施している。

　近年の活動としては、介護職員初任者研修、介

護福祉士試験受験対策研修やケアマネージャー試

験受験対策研修といった資格取得研修や接遇マ

ナー研修やレクリエーション技術研修といった

キャリアアップ研修など国・県の事業補助金等を

活用して、組合員の人材育成を進めている。また

各都道府県に設置された地域医療介護総合確保基

金に位置付けられた茨城県の複数事業所連携事業

や業種別中小企業団体助成金にも採択され、他府

県への市場調査やIT機器・介護予防専門機器の

試行導入、離職防止とやりがい支援のための介護

職員向けメール相談事業などの調査・実証実験事

業を実施している。この他にも行政などへの提

言・要望活動、共同の宣伝、資材購入など組合員

が結束して事業にあたっている。

Ⅲ　特徴的な取り組み
　2015年にスタートした「いばらき介護体験キャ

ンプ」は、地域の小中学生と高齢者が交流する機

会の提供を目的に、高齢者との交流や車いす体

験、レクリエーションの企画立案などを通して、

介護の魅力、やりがいを体験したほか、バーベ

キューやテント設営などを体験できる１泊２日の

宿泊体験型プログラムを展開している。2015年度、

2016年度は国立青少年教育振興機構子ども夢基金

青少年体験事業として、2017年度はつくば市アイ

ラブつくばまちづくり補助金、茨城県女性・若者

企画提案チャレンジ支援事業として実施され、多

くの子供たちが参加している。各組合員の事業所

では、そうした子どもたちを受け入れ、介護・福

祉への関心を高める取り組みとともに、集団生活

の基本的ルールや個性を認め、協力して生活する

大切さを学ぶ機会が作り出している。こうした取

り組みについて、2016年に全国介護事業者協議会

全国事例発表会優秀賞を受賞している。

　また介護事業の海外展開を見すえて、組合発起

人団体がJICAの移住者・日系人支援連携事業に

応募し、中南米の日系社会とつながる中で現地の

開発課題の解決と民間企業の事業展開の可能性を

探るため、2016年９月にアルゼンチンやパラグア

イに視察に出かけている。そうした情報について

組合間で共有し、今後の事業展開について模索し

ている。

Ⅳ　今後の展開
　外国人技能実習生受け入れ事業の実施に向け

て、茨城県福祉介護事業協同組合が監理団体とな

るよう、受け入れ体制の準備を進めている。送出

国としては中国とインドネシアを選定している。

またJICAの移住者・日系人支援連携事業の一環

で、2018年度のJICA日系研修受け入れ事業に組

合発起人団体が採択されており、中南米12か国の

日系人が、「高齢者介護サービスにおける人材育

成システム」という内容で、日本国内で実地研修

を行う計画である。研修や発表などは茨城県福祉

介護事業協同組合の活動に合わせて展開される予

定である。
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４　介護事業協同組合の役割と意義
　介護業界の動向として、高齢化の進展とともに

市場規模が拡大する一方、大手業界による参入等

が相次ぎ、競争環境が激化している。東京商工リ

サーチによれば、2016年度の「老人福祉・介護事

業」倒産は108件と過去最多を記録しており、倒

産した事業者の状況として、従業員５名未満が全

体の73.1%、設立５年以内が50%を占め、小規模

で参入間もない新規事業者が倒産に追い込まれて

いる。また倒産の原因としては、販売不振が全体

の６割を占めているという。介護報酬や人材確保

の困難性など様々な経営課題が山積し、厳しい事

業運営を余儀なくされている中で、介護事業協同

組合の役割と意義にはどのようなものが見いだせ

るだろうか。

　茨城県福祉介護事業協同組合では、組合発起人

団体がこれまで培ってきた教育事業のノウハウを

活かして、組合員同士での情報交換、様々な助成

金・補助金の活用による人材育成、情報発信と教

育・研修事業の充実した取り組みから組合員であ

る事業所の経営力を向上させて、介護事業者がさ

らなる発展をしていくための様々な取り組みを進

めている。

　こうした取り組みから考えられる介護事業協同

組合の役割と意義として、次の３点が考えられる。

　まず１点目として、経営課題の共有のみなら

ず、経営資源の共有が可能であることが挙げられ

る。本事例からは中小の介護事業者が協働するこ

とによって、事業所間の垣根を越えて、人材確保

や育成をはじめとした取り組みについて共同で進

めていくことができることを示唆している。

　次に２点目として、非営利団体としての事業展

開が可能であることが考えられる。単独の営利企

業ではなく、事業協同組合という非営利団体とし

ての特性を活かして、自治体等との委託契約がス

ムーズに展開できることや、従来の福祉関連の助

成金や補助金にとらわれず中小企業の支援策を活

用して、組合員の経営基盤を強化することにつな

げていけることを明示している。

　３点目としては、介護事業のグローバル化への

対応が可能であることが挙げられる。本事例の外

国人技能実習生受け入れの方向性のみならず、介

護分野におけるJICAの日系研修の取り組みは、

人材育成や国際貢献にとどまらず、海外への事業

進出に向けた足がかりとなるものであると考え

る。こうした取り組みが進展する中で、海外の日

本の介護に対する評価が高まり、海外の評価に触

発される形で日本国内の介護に対する再評価につ

ながる好循環が生まれていくことを期待したい。

　中小企業の組織化について、筒井（2016）は

「組織化は、単独では力の弱い中小企業者がその

弱点を補完・補強するための相互扶助の体系であ

り、手段である。そして今日においてもその機能

は失われていない」と述べている。介護事業協同

組合においても、相互扶助の精神で、組合事業を

通して経営資源を補い合いながら課題解決を図る

事業体であり、手段であると考えられる。

　各組合員が主体性を持って現実課題に対峙し、

取り巻く経営資源を冷静にみつめ、創意工夫の手

段として、事業協同組合には様々な共同事業が展

開されうる可能性を持っている。それらは中小の

介護事業者の持続的発展並びに経営基盤の強化の

みならず、地域の介護サービスの基盤強化につな

がるものであると言える。本事例に限らず他の介

護事業協同組合においては、介護人材の共同募集

にとどまらず、組合間での配置転換やキャリアパ

スの共有化など様々な共同事業が行われている。

介護事業協同組合が外国人技能実習生の受け入れ

母体としてのみ機能するのではなく、事業協同組

合としての本来の理念や役割に根ざして、有効に

活用されるよう、様々な実践の中から介護事業協

同組合の意義や可能性についてより検証されてい

く必要がある。

おわりに
　本稿では、介護事業協同組合の役割と意義につ

いて、先進事例を通して、経営資源の共有化、非

営利団体としての事業展開、介護事業のグローバ

ル化の活用可能性について見い出すことができた。

しかしそれらは介護分野における同業種間の事業

協同組合の考察に限られる。

　地域包括ケアシステムの構築が進められていく

中では、介護と医療との連携がますます重要視さ

れていく。今後は介護と医療といった異なる業種

が取り込まれた事業協同組合が設立され、小地域

単位での新たな地域包括ケアシステムの構築形態

の一つとして機能していくことも考えられる。

　様々な可能性を持つ事業協同組合の活動を模索

する中で、人材育成の役割を担いうる教育機関に

はどのような形で連携や地域貢献がはたしうるで

あろうか。今後も介護事業協同組合の活用のあり

方や可能性について、医療機関や教育機関等の連

携の方向性をみすえながら検討を重ねていきたい。
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